


苅田港港湾計画書

－軽易な変更－

平成２７年９月 

苅田港港湾管理者

福岡県



本計画書は、港湾法第三条の三の規定に基づき、 

  ・平成 ９年 ５月 第１３回福岡県地方港湾審議会 

  ・平成 ９年 ７月 港湾審議会第１６３回計画部会 

の議を経、その後の変更については、 

・平成１４年 ７月 第１５回福岡県地方港湾審議会 

  ・平成１５年１１月 第１７回福岡県地方港湾審議会 

  ・平成１６年 １月 第１８回福岡県地方港湾審議会 

  ・平成１９年 ７月 第２２回福岡県地方港湾審議会 

  ・平成２２年 ２月 第２５回福岡県地方港湾審議会 

  ・平成２４年 ５月 第２７回福岡県地方港湾審議会 

  ・平成２６年 ７月 第３０回福岡県地方港湾審議会 

の議を経た苅田港の港湾計画の軽易な変更をするものである。 
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変更理由

松山地区において木材の荷役形態の変化に伴い、木材取扱施設計画を変

更する。 

松山地区において浚渫土砂の処分用地を確保するため廃棄物処理計画を

変更する。 
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港湾施設の規模及び配置

１ 木材取扱施設計画

１－１ 松山地区 

木材の荷役形態の変化に伴い、既定計画にて廃止となっているドル

フィン１バースを含め以下の施設を廃止する。 

既設 

水深 １０ｍ ドルフィン１バース 

物揚場 水深 ２ｍ 延長１００ｍ 
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港湾の環境の整備及び保全

１ 廃棄物処理計画

港湾において発生の見込まれる浚渫土砂430万m3を廃棄物埋立護岸によ

り埋立処分するため、次のとおり計画する。 

松山地区 海面処分用地 ４９ｈａ [既定計画の変更計画] 

なお、これに伴い、松山防波堤440m、防波堤（松山）252m及び北防波堤

577mを廃止する。 

既定計画 

浚渫土砂、産業廃棄物・一般廃棄物等340万m3を廃棄物埋立護岸

により埋立処分するため、廃棄物処理について次のとおり計画する。 

松山地区 海面処分用地  ３６ｈａ 

なお、これに伴い、松山防波堤440m、防波堤（松山）252m及び北

防波堤307mを廃止する。 
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土地造成及び土地利用計画

港湾施設の計画に対応するとともに、多様な機能が調和し、連携する質

の高い港湾空間の形成を図るため、土地造成計画及び土地利用計画を次の

とおり変更する。 

１ 土地造成計画 

単位：ｈａ
用途

地区名
（ 49 ） （ 49 ）

49 49

緑地
海面処分
用地

計

松山地区

埠頭用地
港湾関連
用地

工業用地
交通機能
用地

注１）（  ）は、港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地

域の保全に、特に密接に関連する土地造成計画で内数である。 

注２）今回の変更に係る地区のみ記述した。 

注３）端数整理のため、内訳の和は必ずしも合計とはならない。 

２ 土地利用計画 

注１）（  ）は、港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地

  域の保全に、特に密接に関連する土地利用計画で内数である。 

注２）今回の変更に係る地区のみ記述した。 

注３）端数整理のため、内訳の和は必ずしも合計とはならない。 
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単位：ｈａ
用途

地区名
（ 10 ） （ 131 ） （ 11 ） （ 49 ） （ 202 ）

10 131 11 49 202

緑地
海面処分
用地

計

松山地区

埠頭用地
港湾関連
用地

工業用地
交通機能
用地



苅田港港湾計画資料

－軽易な変更－

平成２７年９月 

苅田港港湾管理者

福岡県
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１ 変更理由  

 松山地区において木材の取扱形態の変化に伴い、木材取扱施設計画を変更

する。 

 松山地区において浚渫土砂の処分用地を確保するため廃棄物処理計画を変

更する。 
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２ 港湾施設の規模及び配置に関する資料

 ２－１ 木材取扱施設計画 

（１）概要  

松山地区において、木材の荷役形態の変化に伴い、既定計画にて廃止とな

っているドルフィン１バースを含め、次の施設を廃止する。 

（－10m）ドルフィン
１バース

廃止
（既定計画）

（－2m）物揚場
１００ｍ

廃止

表２－１－１　施設の規模及び配置

地区名 施設規模 今回計画 規模及び配置の考え方

松山地区

木材の荷役形態の変化によ
り、ドルフィン1バース及び物揚
場を廃止する。
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図2-1-1　木材取扱施設位置図
（松山地区）（既定計画）

図2-1-2　木材取扱施設位置図
（松山地区）（今回計画）

木材取扱施設（廃止）



３ 港湾の環境の整備及び保全に関する資料 

３－１ 廃棄物処理計画 

（１）概要  

 苅田港の本航路等にて発生が見込まれる浚渫土砂の土砂処分場の確保が必

要であり、次のとおり、松山地区における廃棄物処理計画を変更し、苅田港

の適正な維持管理等を行う上で、新たな海面処分場を確保する。 
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松山地区 49.4 425 浚渫土砂
（土地利用）
　　海面処分用地

摘要地区名 面積（ｈａ） 処分量（万㎥）

表３－1－１　廃棄物処理計画

変更前の廃棄物処理計画（既定計画）

松山地区 35.7 339
浚渫土砂
産業廃棄物
一般廃棄物

地区名 面積（ｈａ） 処分量（万㎥）

（土地利用）
　　海面処分用地

摘要



 （２）今回計画する海面処分用地の規模及び配置 

  松山地区において今回計画する海面処分用地の規模及び配置は次の

とおりである。 
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図3-2-1　海面処分用地位置図
（松山地区）（既定計画）

図3-2-2　海面処分用地位置図
（松山地区）（今回計画）

海面処分用地13.7ha
（規定計画の変更計画）



４ 土地造成及び土地利用計画に関する資料 

港湾施設の計画に対応するとともに、多様な機能が調和し、連携する質

の高い港湾空間の形成を図るため、土地造成計画及び土地利用計画を次の

とおり変更する。 

 ４－１ 土地造成計画

注１）（  ）は港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保 

全に、特に密接に関連する土地造成計画で内数である。 

注２）単数整理のため、内訳の和は必ずしも合計とはならない。 

注３）今回の変更に係る地区のみ記述した。

注１）（  ）は港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保 

全に、特に密接に関連する土地造成計画で内数である。 

注２）単数整理のため、内訳の和は必ずしも合計とはならない。 

注３）今回の変更に係る地区のみ記述した。 
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単位：ｈａ
用　途 交通機能 海面処分

地区名 用地 用地

（ 49.4 ） （ 49.4 ）

49.4 49.4
松山地区

合計

　　　　　　　　表４－１－２土地造成計画（今回計画）

埠頭用地 工業用地港湾関連用地

変更前の土地造成計画（既定計画） 単位：ｈａ
用　途 交通機能 海面処分

地区名 用地 用地
（ 35.7 ） （ 35.7 ）

35.7 35.7
松山地区

埠頭用地 工業用地 合計港湾関連用地

変更前 変更後 増減

松山地区
海面処分
用地

35.7 49.4 13.7

表４－１－１土地造成計画の変更内容

浚渫土砂の処分用地として造成する。

変　更　理　由
面　積　（　ｈａ　）

地区名 土地利用



 ４－２ 土地利用計画 

注１）（  ）は港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保 

全に、特に密接に関連する土地利用計画で内数である。 

注２）単数整理のため、内訳の和は必ずしも合計とはならない。 

注３）今回の変更に係る地区のみ記述した。

注１）（  ）は港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保

全に、特に密接に関連する土地利用計画で内数である。 

注２）単数整理のため、内訳の和は必ずしも合計とはならない。 

注３）今回の変更に係る地区のみ記述した。 
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単位：ｈａ
用　途 交通機能 海面処分

地区名 用地 用地
（ 10.0 ） （ 131.1 ） （ 11.3 ） （ 35.7 ） （ 188.1 ）

10.0 131.1 11.3 35.7 188.1

港湾関連用地

松山地区

変更前の土地利用計画（既定計画）

埠頭用地 工業用地 合計

変更前 変更後 増減

松山地区
海面処分
用地

35.7 49.4 13.7 土地造成計画に伴い変更する。

表４－２－１土地利用計画の変更内容

地区名 土地利用
面　積　（　ｈａ　）

変　更　理　由

単位：ｈａ
用　途 交通機能 海面処分

地区名 用地 用地
（ 10.0 ） （ 131.1 ） （ 11.3 ） （ 49.4 ） （ 201.8 ）

10.0 131.1 11.3 49.4 201.8

　　　　　　　　表4－２－２土地造成計画（今回計画）

松山地区

埠頭用地 工業用地 合計港湾関連用地



５ 環境の保全に関する検討

５－１ 環境への影響と評価 

（１）大気質への影響と評価 

今回計画では、新たに発生する大気汚染負荷源は特にない。 

また、土地利用計画の変更に伴う発生交通量の変化は小さいため、大気

質への影響は軽微であると考えられる。 

（２）潮流への影響と評価 

今回計画で新たな土地造成を行うことになるが、既存施設内での埋立

であるため、大きな地形の変化は生じないため、潮流への影響は軽微で

あると考えられる。 

（３）水質への影響と評価 

今回計画では、新たに水質を悪化させるような水質汚濁負荷源は特に

ないため、水質への影響は軽微であると考えられる。 

（４）底質への影響と評価 

今回計画では、新たに底質を悪化させるような発生施設の計画はない

ため、底質への影響は軽微であると考えられる。 

（５）振動・騒音による影響と評価 

既定計画の発生交通量と今回計画の発生交通量において大きな増加

はないため、振動・騒音による影響は軽微であると考えられる。 

（６）悪臭による影響と評価 

今回計画では、新たに発生する悪臭発生源が特にないため、悪臭によ

る影響は軽微であると考えられる。 
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（７）生態系への影響と評価 

今回計画では、地形変化は港内全域からみてごく僅かであり、大気質、

潮流、水質、底質等への影響も軽微であることから、生態系への影響は

軽微であると考えられる。 

（８）漁業への影響と評価 

今回計画では、埋立による漁業権の消滅もなく、生態系への影響も軽

微であることから、周辺漁業に与える影響は軽微であると考えられる。

 以上のことにより、今回計画による環境への影響は軽微であると考えら

れる。

  なお、本計画の実施に当たっては、工法、工期等について十分検討し、

環境に与える影響を極力少なくするよう慎重に実施するものとする。
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６ 地方港湾審議会名簿

区　　分 氏名 役職名
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委　員 山田　真知子
や ま だ ま ち こ
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久留米工業大学建築・設備工学科教授

〃 青木
あ お き

　美樹
み き

九州国際大学経済学部経営学科教授
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つるまる しゅんすけ

(社)日本船主協会九州地区船主会議長

〃 城野
じ ょ うの
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福岡県倉庫協会会長

〃 大橋
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　克己
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福岡県議会議員

〃 川端
かわばた

　耕一
こういち

福岡県議会議員

（４）知事が必要と認める者 副会長 大谷　鮎子
お お たに あゆ こ 特定非営利活動法人九州キラキラみなと

ネットワーク理事長
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く ぼ た

　秀夫
ひ で お

国土交通省九州運輸局次長

〃 舩越
ふなこし

　良行
よしゆき

第七管区海上保安本部長

〃 金尾
か な お

　健司
け ん じ

国土交通省九州地方整備局長

〃 岸本
き しもと

　吉生
よ し お

経済産業省九州経済産業局長

〃 家守
か も り

　良明
よしあき

福岡県企画・地域振興部長

〃 境
さかい

　正義
まさ よし

福岡県環境部長

〃 小寺
こ で ら

　　均
ひとし

福岡県農林水産部長

〃 吉廣
よしひろ

　啓子
け い こ

苅田町長

〃 有松
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　憲吾
け ん ご

苅田港貯木事業協同組合　理事長

（５）国の地方行政機関の職員
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（７）臨時委員
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（２）港湾関係者
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